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中国進出日系企業の採用・人材育成
──キャリア形成の実態と課題──
法政大学キャリアデザイン学部　キャリアアドバイザー　葛西　和恵
１．はじめに
本学部には、【キャリア体験学習（国際）】という授業があり、その履修生は
中国・北京で日系企業にご協力をいただいて短期間のインターンシップを体験
している。その授業の支援をしている関係で、担当の趙宏偉先生から思いがけ
ず同行の機会を頂戴した。そこで、日系企業における現地スタッフの採用や人
材育成について調査・研究してみようと思い立った。そのため、準備が十分で
はなかったが、在北京日系企業に対する実態調査、及び研究を行った。
２．先行研究
（１）中国における労働市場
畑（2011）は、リーマンブラザーズ破綻後の金融危機の勃発が中国の労働市
場へ与えた影響として、次の５点をあげている。
①各省市の2008年の平均賃金は引き続き大きく上昇を続けており、企業の雇
用コストの上昇を招くこととなった。
②従来、高い流動率（離職率）が中国労働市場の課題とされてきたが、企業
従業員は転職に対して慎重になり、“跳槽 ”（仕事を転々とする）から “臥槽 ”（暫
く我慢する）へと気運が変わった。近年、直接雇用体制へ移行する日系企業が
増加していたが、硬直的な雇用リスクを回避し雇用の柔軟性を確保するため、
日系企業は派遣雇用の利便性を再認識し始めた。また、派遣労働関連の労働法
規の未整備が、顕在化した。
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③ “ 採用凍結 ”は真っ先に採られた人事施策であり、新規大卒者の就職市場
は冷え込んだ。多様な人材引付策が提示されていた海外留学経験者において
も、就職は困難を極めている。
④中国政府が打ち出した国内需要拡大策に応じ、中国消費市場向け事業拡大
を打ち出す企業が増加し、労働市場では店舗網拡大に併せた販売系職種の採用
が急増している。広域管理網による販売、サービス系スタッフ等の募集、人事・
業績管理までを総合的に請け負うトータルアウトソーシングサービスが、派遣
会社、ペイロールサービス会社等により提供され始めてはいるものの、未成熟
な段階である。
⑤労働契約法施行に伴う労働者の権利意識の高まりと併せて、2008年５月１
日から「労働争議仲裁調停法」の施行に伴い労働仲裁費用が徴収されなくなっ
たこともあり、労働仲裁の申請が激増し、労働争議もさらに増加した。
さらに、日系企業の人事マネジメントの実態として、上海市対外服務有限公
司（通称：上海FESCO）の115,942名（5,742社）分の所得税納税データの分析
結果に基づき、金融危機後の外資系企業における賃金の実態を分析している。
それによると、出資国別の給与分析では、平均値、中央地とも日系企業の給与
が最低で、低賃金層においても給与水準が最も低く、日系企業の賃金水準は米
系企業の６割という現状である。日系企業は、これまで賃金競争力は高くはな
いが、充実した人材育成が行われ、人材流動率が低く安定感のあるマネジメン
トが特徴とされてきたが、今回の分析における日系企業の離職率は21.18％で、
北米系企業に次いで高かった。この数字は、金融危機の影響によるリストラで
はなく、自発的離職と考えられ、金融危機収束後の人的資源管理の課題であろ
うとしている（1）。
（２）中国における大学生の就職事情
独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）の『日刊通商弘報 2011年11月
21日付』によると、遼寧省人力資源社会保障庁傘下の人的資源配置センタ （ー人
力資源調配中心）が2011年に発表した「大学生就業意向調査分析報告」では、
希望就職先の第１位は国有企業（29％）で、次いで外資系企業（19.7％）、国
内民間企業（15.7％）と続く。政府部門の人気も一般には高いといわれている
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が、この調査では9.1％にとどまっている（2）。
また、独立行政法人労働政策研究・研修機構が2010年に北京の７大学・大学
院の学生16人に対して行った調査では、大多数の学生が大学や大学院で専攻し
た自分の専門を活かすことができる職に就きたいと考えている。この背景に
は、中国の高等教育は「実戦的」な面が重要視され、将来の職業と密接に結び
ついていることがうかがえると分析している（3）。
さらに、同調査では、国有企業の人気が思った以上に高かったことを特徴的
であるととらえている。国有企業への就職を希望する学生は異口同音に「雇用
の安定」と「最近は賃金が高くなった」ことを理由としてあげているのに対し、
民間企業や外資系企業は、国有企業と比べて「賃金は高い」が「雇用は不安定」
であると考えられているようだ。中国においても2008年９月のリーマン・
ショック以降の景気後退で雇用が不安定となり、特に民間企業、外資系企業で
は雇用調整が大規模に実施されたことが、就職を考える学生に強く影響してい
るようだ（4）。
加えて、国有企業、公務員を希望している学生の回答は非常にシンプルで、
「長く勤めるつもりである」と判で押したように答えていたという。外資系企
業を希望している学生も、「働き始めてみないとどうなるか分からないが、現
時点では自分の能力を十分に発揮したいと思っている」と控えめな回答で、「転
職」は「仕事の内容次第である」と答え、「昇進」「賃金」は念頭にないようで
あったとしている。そして、いずれにせよ、北京の学生の将来展望は予想外に
堅実な「安定指向」であったと結んでいる（5）。
賃金については、前掲の「大学生就業意向調査分析報告」では、月給「1,500～
2,500元」を希望する学生が36.6％で最も多くなっている。また、企業が支払っ
てもよいとする月給も「1,500～2,500元」が57.6％と最多で、「1,500～2,500元」
が学生と企業の折り合いがつく範囲といえる（6）。
さらに、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）の『日刊通商弘報 
2011年８月24日付』によると、国家統計局上海調査総隊が2011年に上海交通大
学をはじめ上海の大学10数校から421人の有効回答を得た大学新卒の就職状況
に関する調査結果では、内定者の約６割を占める本科（４年制大学）新卒の税
込み初任給は月3,914元で、希望額の4,396元とは約１割の開きがあるものの、
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３年前の08年に上海市人力資源・社会保障局が実施した調査に比べて３割以上
上昇しているという（7）。
また、同調査結果によると、新卒者の８割以上に当たる上海戸籍を持つ「上
海っ子」になると、その94.3％が就職先として大都市という優れた生活環境か
ら上海にこだわり、地方都市での就職を嫌がっている。しかし、実際に就職先
を選択する際には上海という立地条件よりも、①業種や企業の将来性、②企業
文化と職場の雰囲気、③自分の趣味・性格、④賃金・福利水準、⑤安定性、な
どを重視することが多い。そのため、初めての仕事に対し、「満足」と「やや
満足」とする新卒者が全体に占める比率は72％にすぎない（8）。
なお、学生が就職先を考える際に活用するものとしては、前掲の「大学生就
業意向調査分析報告」で就職説明会〔招聘（しょうへい）会〕と回答した割合
が最も多く、46.6％であった。続いて、学校から提供される情報・学校の推薦
（26.3％）、インターネット（17.4％）、知人の紹介（8.2％）の順となっている（9）。
３．現地での実態調査
３－１　目的
中国における日系企業の現地スタッフ採用や人材育成といっても、採用、評
価、賃金、人材育成等、それぞれの施策や制度とたいへんに範囲が広い。そこ
で、採用とその周辺、及び、将来の幹部候補者育成に関する制度、並びにその
運用に限定して調査することにした。また、そこに関わっている日本人が感じ
ている中国人の就業観・キャリア観についてもあわせて調査した。
３－２　実態調査の方法と調査対象企業の属性
（１）調査の方法
本研究では、中国へ進出している日系企業の人事・採用教育担当者に対して
聞き取り調査を行った。具体的には、2012年９月に中国・北京にて14社に対し
聞き取り調査を行なった。また、2012年８月、及び2012年11月に各１社、東京
で聞き取り調査を行った。企業への協力依頼は、法政大学キャリアデザイン学
部の授業科目「キヤリア体験学習（国際）」の担当教員からの紹介、筆者の恩
師や知人、調査対象者を介して行った。調査対象者の職位は、副部長から一般
Hosei University Repository
中国進出日系企業の採用・人材育成　255
的に中国現地法人の社長を意味する総経理や、取締役に相当する董事まで様々
である。
（２）調査対象企業の属性
協力を得た企業の業種は、表１の通りである。
表１　業種
業　　種 ％
食品  6.3
化粧品  6.3
印刷  6.3
電気 18.8
石油  6.3
総合商社 12.5
ホテル  6.3
通信 12.5
人材サービス  6.3
セキュリティーサービス  6.3
航空  6.3
運送  6.3
計 100.0
（ｎ＝16）
なお、調査対象企業16社のうち日本に本社がある15社（10）の従業員数は、す
べて1,000人以上であり、連結会社を含む従業員数が10,000人以上となる企業が
11社である。また、12社は、東証一部等への上場企業である。
４．調査結果
４－１　中国へ進出した理由
調査結果は、以下の通りである。まず、調査対象企業が中国へ進出した理由
について、中国国内にグループ企業がある場合にはその理由もあわせて選択を
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依頼した。それをまとめたものが、表２である。
表２　中国進出の理由
進出の理由 ％
中国市場への製品・サービスの販売拠点として 75.0
生産拠点として 43.8
日本への製品輸出の拠点として 31.3
第３国への製品輸出の拠点として 31.3
研究開発の拠点として 31.3
その他 25.0
（MA　ｎ＝16）
中国への進出理由として件数が一番多かったのは、「中国市場への製品・サー
ビスの販売拠点として」の75.0％であった。そして、次に「生産拠点として」
の43.8％が続き、「日本への製品輸出の拠点として」「第３国への製品輸出の拠
点として」「研究開発の拠点として」が同数で31.1％であった。中国が世界の
生産基地であることに揺るぎはないものと思われるが、むしろ成長する中国国
内の市場が魅力的であり、加えて単に製品やサービスを販売するだけではな
く、中国の市場にマッチした製品やサービスを現地で開発し、生産し、販売し
ていこうとする企業の姿勢が伺える。
また、そもそも中国へ進出した理由は何だったのか等、組織の歴史がわかれ
ばと思い話してもらったところ、業種によって違いはあるものの、おおよそ表
３のような組織の発展段階があるように見て取れた。
表３　中国進出組織の発展段階
ステップ 年代 事業展開等
１ 1970・1980年代 交流と協力（輸出入・貿易）
２
1990年代
ビジネス探索
３ 組織の設立・ビジネス展開
４ 2000年以降 グループ企業の設立・業容拡大
Hosei University Repository
中国進出日系企業の採用・人材育成　257
ステップ１は、1972年の日中国交正常化を契機に各社の中国との関係構築が
始まった時代である。交流による関係構築と技術・生産支援等の協力、あるい
は、中国で日本から輸入した品を販売する、日本で中国から輸入した品を販売
する等が行われていた。調査対象企業の中には、①当時の代表者が国交回復に
尽力した、②中国政府や北京市等の要請に応えて進出した、③中国人の要請に
応えて進出したというところがあった。
1990年代のステップ２、ステップ３は、ビジネスを探索しながら駐在事務所
を開設したり現地法人や合弁企業を設立し、ビジネスが展開していく段階であ
る。そして、2000年以降のステップ４ではグループ企業が設立される等、事業
規模が拡大していく。2000年以降に中国へ進出した調査対象企業の進出理由は、
①主要取引先企業の中国進出に伴って、②脱サラして中国・北京で起業であっ
た。
４－２　社内の公用語
日常の業務指示や管理職以上の会議は、どんな言語で行われているのであろ
うか。主として使われている言語についてたずねた結果は、表４のとおりであ
る。
表４　社内公用語
中国語 日本語 英語
日常の業務指示 68.8％ 75.0％ 25.0％
管理職以上の会議 50.0％ 62.5％ 18.8％
（MA　ｎ＝16）
日常の業務指示については、日本語で行っている企業が75.0％、中国語で
行っている企業が68.8％、英語が25.0％であった。また、管理職以上の会議では、
62.5％が日本語、50.0％が中国語、18.8％が英語を使っていた。日本語が中心
だが中国語や英語を使うとこもあるとする企業がある一方で、中国語や英語が
公用語であるとする企業もあった。なお、日本語、中国語、英語以外の言語を
使っている企業は、なかった。
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社内の公用語がどの言語であるかは、その企業の業容や生い立ち、あるいは、
代表者や幹部の国籍によるようだ。言語別の傾向としては、次のとおりである。
① 　現地の本社機能を担う組織では、日本語が中心となる。日本人は、日本
語を使う。日本語が難しい中国人とは、通訳を通して意思疎通する。
② 　生産・製造現場、販売拠点では、中国語が中心となる。代表者や幹部が
中国人の場合が多い。日本人との意思疎通では、必要に応じて通訳を使う。
③ 　社内公用語が英語の企業では、英語が中心となる。日本人同士では日本
語、中国人同士は中国語で話はするが、公用語は英語である。
４－３　従業員
（１）役員及び従業員の国籍別構成人数
調査対象企業における役員、部長、中間管理職、無期雇用一般従業員、有期
雇用一般従業員の人数を日本国籍、中国国籍の別にあげてもらった。得られた
結果は、特定の企業についての場合もあったし、グループ企業を含む在中法人
の合計の場合もあった。また、精緻な人数が提示されたケースもあったし、お
およその割合が示されたケースもあった。
まず、全従業員に占める中国国籍従業員の割合についてみてみる。算出可能
な調査対象企業に限られるが、90％以上が５社、80％から89％が６社、70％台
が１社、60％台が１社、50％台が１社であった。その最大値は、99.7％であった。
役職者についてみてみると、全社とも総経理等のいわゆる社長を含む役員や
部長、中間管理職に日本人がいる。社長を含む役員・部長・中間管理職に占め
る中国人の割合をみてみると、こちらも算出可能な調査対象企業に限られる
が、80％以上が２社、70％台が２社、60％台が３社、20％以下が３社であった。
中国人従業員の３分の１が、社長を含む役員・部長・中間管理職であると回答
した企業もあった。
なお、中国では労働法制に基づき、「10年以上勤務し、または連続２回期限
の定めある労働契約を締結した労働者が契約更新を申し出た場合、雇用者は期
限の定めない労働契約を締結しなければならない」（11）。しかし、企業側は、基
本的に契約を更新しないことを意図しているわけではなく、契約を継続するつ
もりで採用している。その上で、従業員の様子を見ながら、あるいは、従業員
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と相談をしながら契約期間や更新の可否を決めているのが実際のようである。
従業員側も企業に残りたくない場合には、契約満了時に退職していく。学校を
卒業して入社した企業にずっと勤務するというのは稀であり、数社経験してか
ら自分の居場所を定めるというスタイルのようである。
また、調査対象者が細かいデータを押さえているわけではないが、生産現場
では派遣従業員も多いのではないかと回答する企業もあった。
（２）中国国籍の社員の平均年齢と平均勤続年数
中国国籍の中間管理職及び一般従業員の平均年齢と平均勤続年数は、表５及
び表６に示す通りである。
表５　平均年齢
年齢 ％
　～29 14.3
30～34 71.4
35～39 14.3
計 100.0
（ｎ＝14）
ⅰ： 中間管理職と一般従業員を分けて数値を算出した４社は、一般従業員の
数値を算入した。
表６　平均勤続年数
年数 ％
　～3.0 15.4
3.1～5.0 38.5
5.1～10.0 30.8
10.1～ 15.4
計 100.0
（ｎ＝13）
ⅰ： 中間管理職と一般従業員を分けて数値を算出した１社は、一般従業員の
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数値を算入した。
平均年齢・平均勤続年数は、企業の設立からの年数や、職種、業容の拡大に
伴い若年者の新規採用をどの程度したか等に左右されるところもあろう。
中国では転職していくことが多いように言われるが、現地での本社組織等で
のオフィスワーク系職種においては、実際のところはそれほど激しく転職が行
われているわけではなく、一定数は辞めていくものの、定着率はそれほど悪く
はないと捉えている企業が多数あった。
なお、中国における定年年齢は、一般的に男性従業員が60歳、女性管理職が
55歳、女性一般職が50歳と定められている。
４－４　従業員の採用
（１）2011年度の採用実績、もしくは、2012年度の採用計画
新卒採用を行っている企業は、11社であった。そのうちの10社は、中国の大
学、もしくは大学院の卒業生を、１社は専門学校の卒業生を採用していた。大
卒・大学院卒の場合は、日本語学科の卒業生、日本への留学経験者、あるいは、
日本以外の国への留学経験者が多数のようである。また、中途採用は、調査対
象の16社すべての企業で行われていた。採用人数は、数人から数万人と企業に
よってばらつきがある。
新卒採用と中途採用の両方を行っている企業の場合、新卒採用と中途採用の
割合にもばらつきがあり、３社においては新卒採用者が中途採用者を上回って
いる。しかし、８社においては中途採用者が新卒採用者を上回っており、退職
者、及び、業容の拡大による要員補充が目的であることを示している。
例えば、年間採用計画が15,000人の企業では、その２割が新卒採用、８割が
中途採用である。新卒採用の内訳は、７割程度が学部卒、３割程度が大学院卒
である。また、15,000人の内、業容拡大による要員補充は600人である。他方、
工場においては高卒者が何万人と入社するものの、退職率も高いという企業が
あった。
（２）求人・募集方法
求人や募集はどのように行われているのであろうか。中国の大学・大学院卒
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業学生の新卒採用の場合は、おおよそ次のようである。
①キャンパスリクルーティング
大学内で会社説明会を行う。その大学の学生だけではなく、周辺にある大
学の学生も参加できる場合もある。企業がホテルで部屋を借りて行う場合も
ある。採用支援企業による合同企業説明会に参加する場合もある。
②インターネットサイト
自社のホームページや、大学のホームページ、就職・求人サイトに情報を
掲載する。
③紹介
大学の先生、従業員や知人から紹介してもらう。
④インターンシップ
インターンシップに来ている学生が、入社を希望する場合がある。
⑤企業の冠講座
大学に企業の寄付講座のような専門クラスをつくり、そのクラスの優秀な
学生を招へいする。
⑥人材紹介会社
日系の人材紹介会社に斡旋を依頼する。
グループ企業が多数ある場合、各社でばらばらに行っていた募集活動をグ
ループでまとめて行おうとする動きも出ている。例えば、中国リクルートセン
ターをつくり、地区ごとに採用意欲のあるグループ企業を集めて会社説明会を
行い、面接は個別に行うというやり方である。この企業は、世界中に５つのリ
クルートセンターを持っている。
なお、１社だが、専門学校卒業生の新卒採用を行っている企業があった。そ
こでは、人事担当者が学校訪問を行っている。学校訪問の際、先生に学生の紹
介を依頼したり、学生にパンフレットやビデオを見せたりしている。
また、中途採用の場合は、おおよそ次のようである。
①インターネットサイト
自社のホームページ、就職・求人情報サイトに情報を掲載する。
②人材紹介会社
日系の人材紹介会社に斡旋を依頼する。
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③紹介
従業員や知人から紹介してもらう。
④ヘッドハンティング会社
ヘッドハンティング会社に斡旋を依頼する。日本でヘッドハンティングと
いうと上位管理職、役員クラスというイメージがあるが、中国では30代でも
利用することがある。
⑤新聞広告・ポスター
地域を限定する場合、新規設立等で短期間に大量に採用する場合には、新
聞広告やポスターを利用することがある。
⑥職業紹介所
街中にある職業紹介所。公営、民営の両方がある。ブルーカラーの募集に
活用することがある。
例えば、中途採用で人事担当者を募集する場合、募集要項は次のように提示
される。
職務内容： 本社人事部に所属する人事担当として、○○分公司の人事業務
全般を担当
採用条件：・大卒以上の学歴、人事又はマネジメント専攻。非農民戸籍
　　　　　・労働法に詳しい、大手企業での勤務経験のある者が優先
　　　　　・ 良好なコンピュータースキル、人事ソフトとOﬃ  ce の操作
に詳しい
　　　　　・良好なコミュニケーション能力と協調性
　　　　　・性格がまじめで前向き、チームワークが良く、責任感がある
（３）応募者との最初の接触から採用決定（内定）までのプロセス
採用活動にいて、応募者との最初の接触から内定までのプロセスは、中国の
大学・大学院卒業学生の新卒採用の場合も、中途採用の場合もほぼ同様であり、
募集している職務内容により違いはあるものの、おおよそ次のようである。
①書類選考
応募者は、企業説明会やインターネットサイト等を通じて履歴書を提出す
る。
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②面接
回数は、２～３回とする企業が多数である。ディスカッションやディベー
トを行う場合もある。
③筆記試験
必要に応じて、何回目かの面接と同時に筆記試験、適性検査、スキルテス
ト等を行う。
④条件折衝
中国では新卒であっても同一賃金ではなく、各々が条件折衝をする。条件
折衝を面接に先だって行うとした企業もある。
なお、中国の就活事情について、次のような指摘もあった。
ａ ）中国の学生は、その会社がどのような会社という研究も理解もせずに履
歴書をばらまく。「とりあえず、あなたの会社の、あなたが必要とするポ
ストと私が合うのであれば、連絡ください」というスタンスだ。何か引っ
かかったらもうけもの、という学生が多い。だから、ほとんど企業研究を
してない。授業が忙しくて日本の学生のように就職活動に時間がさけな
かったり、日本のリクナビのような就職情報が溢れている環境ではないと
ころが、中国にはあると思われる。そのため、中国の学生は一部の国有企
業や、外資系でもマイクロソフトやＰ＆Ｇ、欧米系、もしくは消費者に良
く名前の知られている企業に行きたいと言って、志向が偏っている。非常
に田舎で日系企業なんか無いでしょう、という所でも日本語学部（日本語
学科）があって、１学年で30人から50人いる。そうした学生は北京で就職
合同説明会があると、バスで一晩かけて北京に来る。そこで片っ端から日
系企業をあたって、売り込む。大変だなあと思うが、果たしてそれが優秀
かどうか、当社が欲しい学生かどうかは、分からない（総合商社）。
ｂ ）大体中国人はただ来るだけで、会社を調べて来てこない。「なぜうちの
会社なのか」「当社は、何て言う会社か知ってますか」等志望動機に関す
る意地悪な質問をすることもある。逆にアドバイスとして、「次に日系企
業を訪問する時は、その会社をちゃんとインターネットで調べて、勉強し
てからいった方が良い」とアドバイスして送り出している（通信）。
また、１社だが、専門学校卒業生の新卒採用を行っている企業の応募者との
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最初の接触から内定までのプロセスは、次の通りである。
①採用条件の提示
企業側から学校側へどのような学生が欲しいか希望を出す。例えばある
サービス関連職種の場合、「身長160cm以上」と提示される。こうしたこと
は日本では問題になることだが、中国では一般的に行われている。
②先生が学生を推薦
採用条件と学生とのマッチングを考慮して、先生が推薦する。
③面接
④研修生として受け入れ
まずは研修生として受け入れる。これは、人件費を抑えることを目的とし
ている。
⑤研修生受け入れ部門担当者の評価
提示した採用条件に合致しているか、研修生受け入れ部門の担当者が評価
する。
⑥契約
学生、企業側の双方が望めば、契約する。
（４）選考基準
調査対象企業の選考に際しての基準は、どのようなものであろうか。調査対
象者から語られた具体的なフレーズをキーワードごとに分類したものが、表７
である。
キーワードとしてまとめた要素の件数が一番多かったのは、〔職務能力〕の
16件であった。２番目が〔価値観〕の10件、そして、〔語学力〕の８件、〔人間
力〕の５件、〔キャリアビジョン〕の５件と続く。採用にあたっては、実際に
仕事ができるかどうかに加えて、企業の価値観への共感や親和性があるかどう
か、個人のキャリアビジョンやキャリアプランがどのようなものであり、それ
と企業で働くことの整合性はどうなのかということを重視しているようであ
る。
中には先進的な事例として、全世界共通の採用基準を用意している企業が
あった。具体的な基準としては、価値観、仕事力、ポテンシャル（潜在能力）
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をあげている。
ａ ）大きく分けると、人には２つのパターンがあるとみている。１つは、誰で
も偉くなりたい、たくさんの給料が欲しいというのは、多分共通だと思う。
ただ、それだけの人と、同じ８時間仕事をするのなら、何か自分の仕事が他
者の役に立つ、社会に貢献できる仕事をやりたいと思う人もいる。海外で辞
めていく人が多いという事もあり、そうした思いがあるか無いかで、おそら
く離職も随分変わってくるのではないかと思われる。
そこで、当社では世界の総経理100名にひとり２時間ずつ、徹底的に面談
をした。やはり、20年30年働いている人、ヘッドハントも４～５回受けて２
倍３倍の給料を提示されても辞めない人というのは、当社が社会貢献を徹底
的にやっている会社だから自分は残るんだ、金や給料じゃないという人が、
やはり会社を大きくして残っている。そういった当社の価値観に合う人をま
ず入り口で見ようとしている。
あとは、実際の仕事力だ。それから、現在、設計の現地化、経営の現地化
表７　採用選考の基準
キーワード（要素）の件数 具体的なフレーズ（要素）の件数
職務能力（16） 専門性（５）経験（３）スキル（３）実際の仕事力（１）知
識（１）業界に精通（１）論理性（１）コミュニケーション
能力（１）
語学力（８） 日本語・英語の語学力（８）
対人印象（１） 礼儀正しさ（１）
人間力（５） 人間性・性格・人格（４）一定程度の学識や見識（１）
意欲（２） 成長意欲（１）働く意欲（１）
志望動機（２） 志望動機・理由（２）
業務への適性（２） ジョブマッチング（１）資質（１）
採用条件への適性（２） 大卒以上という資格（１）戸籍・居住地（１）
潜在能力（１） ポテンシャル（１）
価値観（10） 企業文化・経営理念への共感・親和性（５）行動指針への親
和性（５）
キャリアビジョン（５） キャリアビジョン・キャリアプラン（５）
（MA　ｎ＝14）
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ということで、経営や物づくり、販売を現地にどんどん任せようとしている。
日本人が出張っていっても、売れないというのはわかっている。そのために
は、現地の一人一人の仕事を大きく出来るような人が必要で、言ってみれば
ポテンシャルを入口で見ていこうとしている。中国の場合には欧米系と言わ
れているが、ジョブディスクリプションがあって、この仕事が出来る人いま
せんか、ということで入って来る。しかし、会社をどんどん大きくしていこ
うとすると、「この仕事」自体を大きくしてもらわないと駄目だ。そこで、
今の仕事が出来るというのは当然のことながら、仕事を大きく出来るかどう
かというポテンシャルを入り口で見ていこうとしている。
価値観と仕事力とポテンシャルという３つで、世界共通で適性検査や面接
の質問を全部決めている。当社のどの拠点で採用試験を受けても同じだ。し
かし、それはあくまでもコアの部分であって、それに中国特有の国民性だっ
たり、営業だったり、技術の専門性、それはもう別に聞いて下さいとしてい
る。ただ、当社に入る入口は、世界共通だ（電気）。
（５）新規採用者の賃金水準
新規採用者の給与水準はどの程度かときいてみたところ、「中程度」と回答
した企業が大多数であった。金額が明示された場合、大卒賃金の最低値は3,000
元、最高値は5,000元であり、大学院卒賃金の最低値は6,000元、最高値は10,000
元であった。
なお、保聖那人材服務（上海）有限公司（パソナ・中国本社）が2011年に在
中日系企業に限定して行った調査によると、昇給率は2010年が9.95％、2011年
が11.26％である（12）。
（６）人材獲得の状況
調査対象企業が思った通りの人材を採用することができているかどうか、人
材の獲得状況については、表８に示す通りである。
多数回答順にみてみると、〔ややそのとおりである〕と回答した企業が
43.8％であり、続いて〔まったくそのとおりである〕と〔ぜんぜんそうではな
い〕が同率で18.8％となっている。おおよそ獲得できていると回答する企業が
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約６割（〔まったくそのとおりである〕と〔ややそのとおりである〕の計は
62.5％）だが、一方では獲得できていないとする企業も４分の１（〔ややそう
ではない〕と〔ぜんぜんそうではない〕の計は25％）あり、回答は分散してい
る。
回答の主な理由としては、表９のとおりである。
「まったくそのとおりである」あるいは、「ややそのとおりである」と回答
した企業では、あせらず計画的に採用活動を行っていた。
ａ ）焦らない事だ。いついつまでに必ず必要だと決めないで、良い人がいたら
ちゃんと採ろうとやっている。募集はかけて面接も続けても、満足する人が
来るまでは無理しないようにしている。どうしようもない時もあるが、いる
メンバーで何とか回すようにして、アウトソーシングしやすいものは手が足
りなくなれば外注している（印刷）。
ｂ ）中国は人材の宝庫だと思うが、必ずしもマッチした人材がすぐに採れるか
というと、まずそれは無いと思う。募集をかけても、なかなか良い人材は
パッと来ない。特に中途採用は、すぐに良い人は採れない。応募者も前職の
契約期間があったり、仕事を探していてもすぐには来られないという人もい
る。そういった人は見極めておいて、日本語的に言うと唾をつけておいて、
欠員できたときにパッと連絡を取る。そういった人材を確保している（通
信）。
ｃ ）採用については、工夫の仕様がない。日系の人材紹介会社も何社か出てき
ているが、凄く仲介手数料が高い。そのため、なるべくそういった所を使わ
表８　人材獲得の状況
状　況 %
まったくそのとおりである  18.8
ややそのとおりである 43.8
どちらともいえない 12.5
ややそうではない 6.3
ぜんぜんそうではない 18.8
計 100.0
（ｎ＝16）
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ないでできるように工夫している。その結果が、地元のインターネットの求
人サイトだ。サイトに出してすぐに応募があるかどうかは、タイミングによ
る。前回採用した一人は割とすぐに採用できたが、その後ずっと出し続けて
いるが全然来ない。出来ればもう一人位採用したいが、応募がない。中国人
に関しては切迫度合いがまだ低いので、あわてずにやっている（運送）。
表９　人材獲得状況の主な理由
状　況 主な理由の例
まったく
そのとおりである
・求めているスペックに合っている人材を採用できている（通信）。
・今のところは結構採れている。新しい賃金テーブルを作ったので、
まあまあ競争力はあるのかなと思っている。物凄い一線級の中国
人が集まるわけではないというのはわかっているし、そういう人
たちを求めたいとも思っていない（航空）。
やや
そのとおりである
・エリアによる採用難がある（化粧品）。
・専門性のある職種での募集のため、探しやすい（印刷）。
・いくら労働力過剰といっても、有効的な人材提供は限られている
中国市場からふさわしいポテンシャルのある人材の採用は簡単で
はない。かつ、専門技術背景と日本語能力を同時に持っている人
材の採用は、一層難しい（電気）。
・小さな会社なので、有名な日系企業と比べて給与も安いし、従業
員が親に言ってもわからない会社なので、来ていただけるだけで
も有難い。これは、日本の中小企業と同様なのではないか（運
送）。
どちらともいえない ・入社した人はいい人が入ってきていると思うが、新卒が採れてい
ない。いい人ほど、競争が激しい（総合商社）。
・実際に仕事をやってみないとわからない部分がある。その通り
だったり、思った以上の人もいるし、ちょっとパフォーマンスが
悪いなという人もいるので、何とも言えない。平均的にはこんな
もんか、という満足感はある（セキュリティーサービス）。
やや
そうではない
・希望していた人数の半数弱しか契約できなかった。もっと採用し
たい（ホテル）。
ぜんぜん
そうではない
・現場は、採用市場におけるトップから25～30％の人たちを採って
満足しているが、競合他社はトップクラスの人材を採用している
（電気）。
・競争が激しい。極めて厳しい。優秀な人材の取り合い（電気）。
・求めたい人材像と、求めることのできる人材像が違う（人材サー
ビス）。
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また、中国における採用環境やマーケットの変化について語る調査対象者も
あった。具体的には、日系企業のブランド力低下や、中国学生の志向について
であった。
ａ ）昔は、日系企業も人気があった。英語圏外資系がトップで、日系企業、中
国系企業という順番だった。今は、中国国営企業、次に英語圏の会社、日系
企業、中国の中小企業という順が一般的になっている。ポテンシャルのある
人が外資に流れるというよりは、福利厚生も含めて一生面倒見るというよう
な形の中国系企業が高い給与になり、人気が高い（電気）。
ｂ ）一般論としては、日系企業同士というよりは国営企業とガチンコで当たる
ようなケースも結構出てきている。すると、当社とは違うルールでやってい
る人たちなので、勝負しようといっても寄って立つところが違う。中国の新
卒が過去と違ってきたのは、留学して大学院に行きたいという率が上がって
きている。また、国有企業への希望が増えている。過去は大卒なら外資系と
いうイメージが強かったが、今は分散している。いい人は、取り合いになる
（総合商社）。
ｃ ）日系企業は、全く人気が無い。10年前だったら、学生の就職ランキング50
位の中に日系企業が２～３社入っていたが、今はゼロだ。知名度の問題もあ
るし、日系企業は昇進が遅い、給与が少ない、残業が多い、上司とのしがら
みが強い、といったイメージが中国の学生に強くある。だから、よほど日本
語を勉強した、もしくは、日本のアニメ等のサブカルチャーに影響を受けて
日本人と仕事をしたい、そういう非常にニッチな学生以外は、日本企業に目
を向けることはまずない。今、日本の大学に留学しようなんて気持ちは、彼
らにはないと思う。今までだったら、日本の経済の仕組みを勉強したいとい
う学生が多かったが、今では日本語を勉強したところで、その後活躍できる
場所は日系企業くらいしかない。それよりは、英語を身に着けて欧米系企業
に、という感じだ。北京や上海の日本語を勉強しているパイの少ない人材を
各企業が奪い合っているという感じだと思う。中国語のできるスタッフもい
るが、やっぱり日本の企業なので、日本語が出来た方がより出世もしやすい
という気持ちになってくると、アプローチする学生も、当社に来たいという
学生も狭い世界だ。すると、本当に優秀な中国の学生はいない（総合商社）。
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４－５　人材育成・研修
（１）採用後の配属部署
中国の新卒採用では、日本のように配属部署がわからない形での採用は難し
いようだ。新卒であっても、配属部署をあらかじめ決めたうえで募集したり、
採用時に配属部署を伝えていることが多いようだ。ただし、日本と同様に、本
人の希望や適性で配属を決めるという企業もあった。
中途採用においては、退職者、もしくは業容の拡大による要員補充となるた
め、採用後は要員計画に基づき募集した部署に配属される。
（２）採用時の研修
採用時にどのような研修を実施しているかをたずねたところ、日本で行って
いるような集合研修形式の新入社員研修を実施していると回答した企業が10社
あった。主な内容としては、①企業組織・歴史、②企業理念、③社内制度・規
程、④ビジネスマナー、⑤業務基礎スキルであった。研修期間が明示された
ケースでは２~３日とする企業が多かったが、中には１~２週間、あるいは、
３日間の合宿を行っている企業もあった。この新入社員研修の後は、配属部署
ごとの研修やOJTが行われている。
また、もう少し軽いオリエンテーションを行っている企業が２社あった。こ
の場合には、①他部門の業務内容や社内システムの使い方、②社内制度・規程
をレクチャーしている。その後は、OJTが行われている。
なお、体系だった研修は実際的には行われておらず、OJTがメインである
とした企業が２社あった。
（３）幹部候補としての育成
中国国籍の従業員を将来の幹部候補として育成したいか、という意向につい
ては、16社すべての企業から「意向はある」との回答を得た。
そこで、方針やキャリアパス（キャリアプラン）の主だったところについて、
後述する幹部候補者の成長状況、及び、取り組み内容や進捗度合い等について
筆者が感じたところを加味して総合的な進行度ごとに４つのクラスターを設定
した。まず、総合的に進行度が高いクラスターを【先進型】とした。次に、総
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合的な進行度は【先進型】に及ばないものの、育成に対する熱意があり、実際
の取り組みも行ない、ある程度の成果も伴っているクラスターを【育成志向型】
とした。そして、育成に関する問題意識や意欲はあるものの、現状では総合的
な進行度が十分とは言い難いクラスターを【発展途上型】とした。また、何ら
かの事情により育成に対する取り組みが難しい、あるいは、手付かずであるク
ラスターを【未開発】とした。
このように名付けた４つのクラスターに分類したものが、表10である。
表10　幹部候補としての育成方針・キャリアパス（キャリアプラン）
クラスター 方針・キャリアパス（キャリアプラン）等の例
先進型
（３社）
・日常的な仕事を通して、長い目で育成していこうとしている。自分で仕事をかかえ
たらそれを出さないというのではなく、極めて日本的に上司、先輩、部下とのつ
ながりをもって行う仕事のスタイルを取っていく（食品）。
・人事戦略に「研修体系の整備と推進」が掲げられ、「時代の変化に対応した行動改
革」をテーマに、幅広く階層別研修と分野別研修を実施している。３～４年前か
ら人材育成強化に向けて制度を整備し、実施している（化粧品）。
・世界中の一定層（課長職）以上のポジションにいる人材を本社で一元管理している
データベースがある。世界で500ポジション。日本の本社で糸を引っ張りながら、
国を越えるキャリアパスも描きながら計画的に異動させていく（電気）。
育成
志向型
（２社）
・既存の在中組織でのトップは日本人、次の部門長クラスにも日本人が多いし、部長
クラスもまだ日本人が大半だが、そういった現状をどう変えていくか、そこに自
分からどう積極的に乗り込んでいけるかという力、覇気を持っているかというと
ころに注目している。明確なキャリアパスはないが、ある資格からある資格に昇
格する場合には、どのようにキャリアを展開させていきたいかというサクセッショ
ンプラン的なものを考えてもらっている。社内では評価時を中心に面談をやって
いるので、それを通じて会社の意向だけではなく、本人の意向を取り入れるよう
にしている（総合商社）。
・それぞれの職務要件等を全部キャリアパスとして皆に提示して説明している。専門
性があるので、それぞれの所でちゃんとした教育をしてレベルアップしてもらい
たいという事を考えている（航空）。
開発
途上型
（４社）
・キャリアパスは、従来は現地法人ごとにばらばらだった。日本人が上にいて入れか
わり立ち代わりで中国人は部長止まり、というのが従来のキャリアパスだった。
今後については、経営の現地化を視野に入れて、非常に難しいが、現地法人をま
たがったローテーションができないか、総経理（各現地法人社長）クラスまでなっ
てもらう仕組みを考えている。
・中国だけの問題ではなく、海外の現地法人ではキャリアパスを見せられていない。
評価制度の設計が、部長クラスまでしか上がらないようになっている（石油）。
・社内モデルプランを提示している。制度化してやっているというよりも、こういう
ステップでキャリアアップが出来ますと、地図を描いてあげたものを見せている
（セキュリティーサービス）。
未開発
（４社）
・職能給のしくみはあるが、キャリアパスや教育プログラムは、用意していない（通信）。
・有名企業ではないし、仕事もそんなに楽ではないので、本当にレベルの高い、スキ
ルの高い人が定着する会社ではない。将来的には幹部候補を育成していきたいが、
今の状況では難しい（印刷）。
不明
（３社）
・職場の異動はある。評価はあるが、明確なルールがあるわけではないようだ。赴任
して３年半になるが、昇格しているのをあまり見ていない（ホテル）。
・社長は今まで日本人だが、流れとしてはローカルの人が社長にならなければいけな
いと皆思っている。それにふさわしい人間が出てきたら、社長になるだろう（電気）。
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調査対象者が語った言葉から、【先進型】【育成志向型】の企業は方針やキャ
リアパス（キャリアプラン）を従業員に明示していることがうかがわれる。一
方、【開発途上型】の企業では、中国人の役職者がいないわけではないし、幹
部候補の育成やキャリアパスを示すということについて実態がないわけはない
が、企業の方針や施策として示すというにはまだ弱いようだ。
（４）幹部候補育成に向けた施策・制度
では、各社では、どのような施策や制度を用意して中国国籍従業員を将来の
幹部候補として育成しているのだろうか。前項と同様、幹部候補育成の総合的
な進行度別の４つのクラスターごとに具体的な施策や制度の主だったところを
まとめたものが表11である。
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表11　幹部候補育成のための施策・制度
クラスター 具体的な施策・制度等の例
先進型
（３社）
【研修】
・短期的には業務スキル強化、長期的にはリーダー育成。Oﬀ JT もするが、原則は
OJT（食品）。
・事業本部内に人材育成を推進する部門をそれぞれ配置し、人事部が全社横断的な研
修体系を整備、実施する（化粧品）。
・将来の幹部候補になるための研修。部長職で１回、役員で１回受講する（電気）。
【日本での研修・日本への派遣】
・日本本社人事部主催の人材育成プログラム、経営幹部日本研修（化粧品）。
【人事異動】
・本人の適性と育成の目的でやっていく（食品）。
・幹部候補向け研修の位置づけになっているが、実際的には日本、及び日本以外の国
の現地法人へ異動してポジションをもらって仕事をする。期間は、半年から５年
とさまざま。日本への異動は、全世界の法人から毎年200名程度を目標としている
（電気）。
育成
志向型
（２社）
【研修】
・部長・副部長クラスの次世代の経営幹部候補向けのアクションラーニング研修（総
合商社）。
・昇格時教育として、上の方の人達には問題解決、コーチング等。２等級３等級は、
ビジネス文書の書き方、日本語の書き方等を実施している（航空）。
【日本での研修・日本への派遣】
・日本本社主催の階層別研修。１週間程度だが、世界中からセレクトされた人間が集
まってくる。また、人事異動の一環だが、日本本社へ１年以上長期派遣している（総
合商社）。
・日本へ研修で毎回４～５名、１年間位派遣している。それだけではなく、中国から
日本に行って抜けたところへ日本から中国に来てもらっている。始めて２年目に
なる（航空）。
【人事異動】
・ある一定のインセンティブを乗せる形で実施することがある。基本的には戻って来
ることを想定しているが、ケースバイケースだ。ビジネスの軸足が事業経営・事
業投資に移っており、事業経営のできる人材を育てていく必要があるので、事業
会社へ派遣することも始めている（総合商社）。
・少しずつやっている。ずっと同じ仕事するのではなく、違う部署に行ってもらって
経験をして、ステップアップしていくような道を用意している。転居を伴う場合
もあるが、１～２年の期間限定。本人の同意と将来的に戻ると言う事も含めて選
択肢を持たせたい（航空）。
【人材公募】
・公募をすると、日本人以上に出てくる。試験をして、一番良かった人に異動しても
らう。手を挙げる人間を私たちは評価しますと言っている（航空）。
開発
途上型
（４社）
【研修】
・経営幹部研修として、清華大学でのミニMBAを昨年より開始した。３日×４回（電
気）。
・幹部・幹部候補向けのリーダーシップ研修を外部講師に依頼（石油）。
【指導社員】
・新入社員の指導役を行う。指名は依然から行っていたが、事前研修や、レビューの
仕組みを設けたのが３年前から。指導社員の対象者として課長や課長代理等を意
図していたが、部長代行や逆にもっと若く入社後２～３年というようなケースも
ある（総合商社）。
結果から、幹部候補育成に向けた施策・制度の柱は、①研修、②日本への派
遣・日本での研修、③人事異動であることがわかる。
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①研修
中国で実施する。日本でもよく行われている管理職、あるいは、管理職候補
者向けの研修。
②日本での研修・日本への派遣
日本本社が主催する研修へ参加したり、一定期間日本へ赴いて仕事をする。
研修や派遣による直接的な知識やスキルの習得はもとより、世界中から集まる
研修の参加者や日本本社従業員等との交流を通した本人の成長や、日本本社と
の深まった関係を利用しながらビジネスを広めるといった帰任後のリレーショ
ンを期待している。
日本本社とのリレーションの重要性については、次のような指摘があった。
ａ ）将来的には、例えば日本本社に１年とか期間限定で派遣をし、日本本社に
おける人脈も作ってきて、こちらに戻ってきてからは自分の拠点だけではな
く、日本本社との意思疎通もスムーズに出来るような人材も必要だと思う。
そこは、今の駐在員と現地スタッフの大きな違いでもある。駐在員は、みな
日本本社にそれなりの人脈を持って来ている。現地スタッフが日本本社との
意思疎通をスムーズにできるようになれば、より拠点を任せやすくなる。た
だ、本人たちがあまり好まない（石油）。
ｂ ）特に営業が顕著だが、仕事をするうえでは対外的な人脈はもちろんだが、
社内的な人脈、とりわけ日本とのネットワークを土台にして初めて成立する
世界がある。例えば組織長をするとしても、対外的な人脈はあっても、社内
ネットワークがどうしても…となると、日本からの派遣員が負わざるを得な
いというケースに直面することもある。しかし、それを言っていると、いつ
までもたっても、現地化が進まない。中国人は、中国の中での人脈づくりに
ついて、日本人の比でないくらいアドバンテージを持っている。逆に日本人
は、日本本社との人脈ではアドバンテージがある。それは思い切って機能を
分けて、日本本社とのコネクションをサポートする人間をパッケージで添え
て現地スタッフを部長に登用していってはどうかと思う。それぞれの特性を
活かしつつ、引き上げていけるような仕組みをいかに作っていくか、という
ことだと思う（総合商社）。
また、中国から日本へ１年間程度人材を派遣する場合、同時に日本から中国
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へ人材を派遣してもらって補完するという例もあった。その場合、コストはか
かるが、人材交流やその後のリレーションの加速を期待することができよう。
③人事異動
中国では社会保障制度等国家制度の問題（13）、労働慣行上（共稼ぎ社会）の
問題、労働契約（勤務地限定）の問題（14）から人事異動は難しく、かつ、本人
たちも異動することを好まないとされている。しかし、手当や休暇制度を整備
したり、期間限定で元の職場に戻って来ることを前提としたり、事前に打診す
る等の工夫をすることで推進している姿が見て取れた。
また、調査対象者から、中国人の意識も変わりつつあるという指摘もあった。
ａ ）昔は異動が難しかったが、中国人の意識もこのところ随分変わってきた。
それだけ競争が激しくなってきている。経済が良くなって来ていて、自分た
ちがより上を目指すためには、他の地域へ行きたくないとか生ぬるいこと
言っていたら、会社のなかでも偉くなれない。もちろん、更に他の会社に転
職する時でも、１つの会社で１つの地域でやっていた人はたくさんいるの
で、いろいろな、特異なキャリアを持っていた方が、結果的に自分が良いポ
ジションに就ける、良い仕事が出来るということで、貪欲的になって来てい
るのではないかという感覚はある（電気）。
（５）幹部候補者の成長状況
調査対象企業の幹部候補が思った通りに育っているかどうか、幹部候補者の
成長状況については、表12に示す通りである。
表12　幹部候補者の成長状況
成長状況 %
まったくそのとおりである 7.7
ややそのとおりである 46.2
どちらともいえない 23.1
ややそうではない  15.4
ぜんぜんそうではない 7.7
計 100.0
（ｎ＝13）
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結果をみてみると、〔ややそのとおりである〕と回答した企業が46.2％であ
り、〔どちらともいえない〕の23.1％、〔ややそうではない〕の15.4％と続く。
回答の主な理由としては、表13のとおりである。ある程度の手ごたえを感じ
ている企業もあるが、相対的にはまだ道半ばであると捉えている企業が多数で
ある。
表13　幹部候補者成長状況の主な理由
状　況 主な理由の例
まったく
そのとおりである
・これまではまったくなかったに等しいので、仕組みや体系を入れたこと
でしっかりと機能し始めたと思う。実際、成績にも出てきている。支店
長クラスがよく育っているかな、という気はしている（食品）。
やや
そのとおりである
・基本的には思った通り育っているが、中にはマネジメント能力をアップ
させるよりは、専門性に磨きをかけた方が良い人材も見受けられた（化
粧品）。
・現在の課題が、幹部候補生がいないことだから（電気）。
・現状に満足しているわけではなく、もっとやっていかなければならない
（総合商社）。
・もうちょっと、加速化したい（航空）。
・部長や分公司長の現地化は進んでいるが、次の世代が育っていない（電
気）。
どちらともいえない ・人材的には良い人材だが、ポジション与えてやらせていない（ポジショ
ンがない）から育っていないという所があるので、人材育成なのか、組
織の問題なのか、ちょっと分からない（石油）。
・中間管理職の会社に対するロイヤリティは出てきているが、中国の人は
自分と会社を考え方の部分ではっきりしており、また意外と淡白でそう
いうことを求めてないと言う人もいたりする。また、役職に任命すると
偉い風を吹かせるというのが中国人には多い。中間管理職なので、プレ
イイングマネージャーをまずは求めているが、プレイをしなくなる。下
に振り投げて終り、責任取らない等は、一般的な傾向としてある。もし
くは、余りにも真面目すぎてプレッシャーに負けて「もとに戻して下さ
い」、と言う人もいる（セキュリティーサービス）。
・幹部になっている人に、足りない所も有る。幹部候補生となっている人
に中途入社者が結構多く、当社の業務内容を熟知したり、お客様への対
応のし方等、部下を育成できるような能力にまで上がっていないのでは
ないかと思われる（通信）。
やや
そうではない
・現地スタッフは、キャリアアップのための転職に対してためらわない感
性を持っており、長期プランの人材育成に対して理解度が少ない（印刷）。
・会社としては、課長とか部長とか幹部になりたいという意欲があってく
れたらとてもうれしいが、本人たちに意欲がない（運送）。
ぜんぜん
そうではない
・まず前提条件として、人材の採用ができていない。また、今までの動き
としては、ある程度の幹部やマネジメントのポジションは、日本から来
た駐在員が押さえている。恐らく仕組み自体が、まだちゃんと整備され
ていない（人材サービス）。
４－６　人事施策上の課題、今後の事業展望　
調査対象企業の人事施策上の課題や今後の事業展望はどのようなものであろ
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うか。調査対象者から語られた具体的なフレーズをキーワードごとに分類した
ものが、表14である。
キーワードとしてまとめた要素の件数が一番多かったのは、〔組織運営〕の
11件であった。次が〔採用・育成〕の９件であり、続けて〔制度設計〕〔費用・
危機管理等〕が同数の５件であった。また、〔価値観・企業風土〕は、３件であっ
た。
なお、課題と捉えている事象は同様でも、企業によってその打ち手・解決方
法は異なるようだ。例えば、具体的なフレーズの要素の件数として一番件数が
多かったのは、〔管理職の現地化・管理職への登用〕の８件である。その打ち
手・解決方法としてあがったのは、〔育成・教育〕が４件、〔採用〕が２件、〔登
用制度〕が２、〔キャリアパス〕が１件であった（複数回答）。打ち手・解決方
法としてあがったこれらの項目は、キーワードの具体的なフレーズとして再分
類することができる。
表14　人事施策上の課題・今後の事業展望
キーワード（要素）の件数 具体的なフレーズ（要素）の件数
組織運営（11） 管理職の現地化・管理職への登用（８）現地法人の運営（１）
ビジネスのローカルフィット（１）組織のグローバル化（１）
採用・育成（９） 採用・育成（３）定着率向上・リテンション（３）リテンショ
ンと人材育成の整合性（１）中堅社員と幹部の人材不足（１）
日本人駐在員の能力開発（１）
制度設計（５） グローバル化（３）日本の仕組みを中国版にアレンジ（１）
評価・給与制度の再構築（１）
費用・危機管理等（５） 人件費の高騰（３）スト・労働争議への備え（１）給与守秘
義務の順守（１）
価値観・企業風土（３） 会社へのロイヤリティ（１）企業風土醸成・理解（１）働き
やすい職場環境の整備（１）
（MA　ｎ＝15）
４－７　中国人の就職観・キャリア観　
（１）調査対象の日本人から語られた中国人の就労観・キャリア観
調査対象者が感じている中国人の就職・キャリア観について、思うところを
Hosei University Repository
278　法政大学キャリアデザイン学部紀要第10号
自由に語っていただいた。日本人から見た中国人の就職観・キャリア観である
が、語られた事項は多岐にわたっていた。そこで、代表的な意見を抜粋して記
載する。
【給与金額重視・ステップアップ】
ａ ）極めて欧米的。自分のキャリアを作っていくということが、よりサラリー
に直結している。より良いサラリーを求めて転職、キャリアアップをしてい
く。その会社で何を学び成長したかということを売りにするよりは、どこど
こへいたという看板をぶらさげて変わっていくタイプの人が多いように思う
（食品）。
ｂ ）月々500元でも高い会社へ、という傾向だ。これは、中国人全般の傾向だ
（印刷）。
ｃ ）数年間までは、やりがい、仕事の内容が重視されていたが、今は給与。採
用のときでも、仕事の内容よりも給与を比較する。中国人は日本人と比較し
て、上昇志向や権力志向が強いのではないか。もともと持っている共産主義
的な考え方よりは、資本主義的な考え方、上昇主義的な考え方を表に出して
も問題にならなくなってきた。そういうところがあって、就職についても国
営企業は権力があり処遇もよく実利があるというところにメリットを感じる
し、人気がある。メンツ社会なので転職も辞さず、給与が高い、かっこよく
見られたいということを日本人よりも露骨に出す（電気）。
ｄ ）お金持ちになりたいという意志が強い。アメリカのシリコンバレーと同じ
感覚だ。友達にそういう人が多いからだ。学校では自分より成績が悪かった
同級生が実は会社を作って大儲けしちゃった、と言うと、盛り上がるだろう。
そういう感覚だ。給料は、皆、見せ合う。給料の額や年収で、メンツをかけ
て価値を判断する。大企業に入って安定しているから、ということを誰も選
ばない（電気）。
ｅ ）中国の人は、全般的に非常に優秀だ。しかし、当社は古い人間が多く、滅
私奉公的な人間が多かったが、そういうことは全く期待してはいけない。そ
れに見合った報酬を与えないと、付いてこない。それが下のレベルに行けば
いく程そういう傾向は強く、本当にお金オンリーになる（セキュリティー
サービス）。
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ｆ ）中国人は日本人と比べると、就職に対して「就社」という意識を持ってい
ない。どちらかというと、ステップアップ、キャリアアップをして行きたい
と思っているのではないか。その感覚は日本の人たちよりも多分強いと思
う。やりがいよりも、どちらかというとお金が上がっていくという事ではな
いか（航空）。
【モチベーション】
ａ ）中国人は、研修があるとモチベーションがあがる。研修を受けることに対
しては、日本よりも貪欲だ。当社自体はずっと右肩上がりで成長性を保ち、
利益も出している。その企業体質の評価と、企業文化に納得しているのでは
ないか。その上で、福利厚生制度の充実や、研修制度の充実がモチベーショ
ンを上げているのではないか（化粧品）。
ｂ ）そこの組織のヘッドが、部下に対して「今あなた達がやっていることはこ
うなるよ」という事をロジカルに言えるかどうか。「ここで頑張った方が、
自分で会社を作ったり、他社へ行くよりも良いよ」というように思わないと、
その会社にいない。また、それが確実に進んでいるという実感を持たないと
いけない。「いいことを言っているけど、全然進まないじゃないの」という
ことで日本人は「辞めようかな」とは思わないが、中国人はそう思うところ
がある。その辺は、アメリカ同様にドライだ（電気）。
ｃ ）「この会社にいて未来があるな」と思わせるような仕組み作りをしていか
ないと、中々現地化も進んでいかないかなと感じている。中国人は、「キャ
リアアップ」イコール「自分の給与を上げていこう」という人たちで、中途
採用で来る人も「この会社に絶対入りたいんだ」という強い意志を持ってき
ている訳ではない。そういう人達は、まず最初にお金。業務内容とか、会社
の魅力とかよりも、自分たちがどれくらいお金をもらってステップアップし
ていくか、ということで来ているので、まずお金の話から始まる（通信）。
【専門性志向】
ａ ）一般的には、職を何年か周期で自分の能力等で選びながら来ていて、日本
のようにずっと同じ会社で、というのは少ない。与えられた仕事に対しては、
貪欲にやる。指示命令系統をしっかりしないといけないし、変に期待しても
いけない。期待するのなら、きちんと表現しなければならない。日本という
Hosei University Repository
280　法政大学キャリアデザイン学部紀要第10号
ところはいろんな部門に異動するが、中国ではひとつの部門に入ったらその
まま上にというスタイルのようだ。マネジメントをやるというよりは、専門
性を磨いてそこのボスになっていくというのが、中国人のキャリアか、と感
じている（化粧品）。
ｂ ）よく言われるように、いわゆる「就社」ではなく「就職」の意識がより強
いということだと思う。せっかくその道を極めている途中なのに、いろいろ
な仕事を、管理その他も含めてやらなければいけないとなると、本来の自分
のやりたいこととは違ってきてしまうのでそれは困る、という考え方を持つ
（総合商社）。
【ファミリー意識・帰属意識】
ａ ）どう整理していいのかわからないが、帰属意識の強さ、中国語で「圈子
（quānzi）」（15）、そこのメンバーとして認知した段階での結束の強さはある。
とはいえ、個の世界が日本より強いことは間違いない。例えば、情報交換の
スピードの速さは、驚くべきものがある。評価でも、フィードバックがなさ
れた次の日には、たがいにたがいの評価がわかってしまっている。給与も評
価も、全部ツーカー状態だ。給与のレベルといえばすこぶる企業秘密である
のに、そんなものは関係なく、それぞれの階層で他の企業の人とも情報交換
している。会社に就職したら、その会社のいろいろな情報を外へ出したら長
い目に見たら不利益が自分に降りかかってくるかもしれないという発想を持
つものだが、そのへんは関係がないようだ（総合商社）。
（２）調査対象の中国人から語られた中国人の就労観・キャリア観
当初は想定していなかったことだが、４社の調査対象者及び通訳（計５名）
が、中国人従業員だった。そこで、「あなたか感じている会社の魅力は何です
か」あるいは、「あなたが働くうえで大切にしていることは何ですか」等と質
問し、自由に思いを語っていただいた。
【自社の魅力】
ａ ）募集、面接の段階から魅力を感じていた。面接を待っている間に会社の
DVDや小冊子を見せてくれる。新入社員研修の中で会社が今までどのよう
に成長してきたのか、日本とどのようなつながりがあるのか、かなりのボ
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リュームの研修がある（化粧品）。
ｂ ）当社は、やさしい企業。頑張れば、実力を評価してくれる。中国企業は人
間関係が複雑で、派閥が強い。当社にはそんなことはなく、頑張ればよい（電
気）。
ｃ ）日本との関係がよいと思ったので、入社した。日本語ができないことで、
少々苦労している（ホテル）。
【自分のキャリアプラン】
ａ ）自分は当社に合うと思っているし、会社も同じように思ってくれているだ
ろうと思っている。今のところ、定年までと思っている。あと十数年、ずっ
と今の部署かどうかはわからないが（電気）。
ｂ ）50歳以上なので、あまりキャリアプランはない。今の仕事を一生懸命やる
だけ。（先に述べた）課題をどう解決するか、考えている（ホテル）。
ｃ ）昨年２年間の契約で入社し、１年たったところだ。まだ若いので、いやで
も我慢してやっている。経験を重ねたい。将来のことは、まだわからない（ホ
テル）。
【働くうえで大切にしていること】
ａ ）自分がやるべき仕事をちゃんと責任を持って最後まで成功させること（化
粧品）。
ｂ ）会社のルールや総経理（上司）の指示を守る（ホテル）。
ｃ ）大学院まで行って、25年間勉強した。両親から学費を払ってもらったので、
学んだ知識を活かしてお金を稼ぎたい。両親に恩返ししたい。自分の家族を
幸せにしたい（ホテル）。
【中国人の就労観・キャリア観】
ａ ）日本人は会社に入って組織のために働くが、中国人は一般的に自分のため、
家族のために働く（化粧品）。
ｂ ）経済の発展段階が違うので、個人差はあるが全体的に言うと、中国人の方
がアグレッシブ。もっとどんどん進みたい、どんどんステップアップしたい
という意欲が強い。それに対して企業としてどのくらい与えられるのか、応
えられるのかが重要だと思う。企業として将来のキャリアに関する絵を明確
に書いてあげる仕事を担当しているが、自分たちもそこから学ぶことができ
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ると思う。自分ががんばったと評価されることは、実際に何か見えること、
キャリアや報酬など何か明確なもので提示されることであり、そうでないと
人材確保やリテンションは難しい。これは、中国では共通だと思う。メリハ
リのある評価制度をつくらないと、わからない（総合商社）。
日本人調査対象者から語られた就労観・キャリア観、並びに中国人調査対象
者から語られた就労観・キャリア観を総合してみると、中国人は「内的キャリ
ア」というよりは、むしろ「外的キャリア」を重視しているようである（16）。
個人のやりたいことや専門性を追求し、より良い処遇やチャンスを求めて先へ
先へと急ぐ傾向があるようだ。また、組織に対するロイヤリティはドライだが、
家族や仲間に対する意識は強いようだ。
５．考察
分析結果より、中国進出日系企業における採用、将来の幹部候補者育成、及
びそこに関わる人たちが感じている中国人の就業観・キャリア観について考察
する。
中国における日系企業の採用は、中途採用が中心になっている。そのため、
選考基準としては、職務能力や語学力といった仕事に直結する力を重視してい
る。加えて、企業の価値観への共感性や親和性、及び、個人のキャリアビジョ
ンやキャリアプランと企業で働くことの整合性を重視する傾向が見られた。
人材の獲得状況については、おおよそ獲得できているとする企業が約６割だ
が、獲得できていないとする企業も４分の１あった。賃金水準の上昇が止まら
ない中、かつ、「日本」、あるいは「日系企業」のブランド力が低下している状
況下において、自社で求めているレベルの人材をそのレベルを下げることなく
どのように獲得していくかということがテーマとなっている。
中国国籍従業員に対する将来の幹部候補としての育成、つまり、管理職の現
地化・管理職への登用については各社ともその意向を持っているものの、実際
の登用度合いや成長状況についてはばらつきがあった。幹部候補者の成長状況
について、約半数の企業が手ごたえを感じているが、全般的には量、質ともに
発展途上であると言えよう。中でも、比較的先行している企業における具体的
な施策・制度の柱は、研修、日本での研修・日本への派遣、人事異動であった。
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調査対象企業の人事施策上の課題や今後の事業展望についてのキーワードと
して最も多くあがったのは、〔組織運営〕について（11社）であった。中でも、
具体的なフレーズとして半数の企業（８社）が〔管理職の現地化・管理職への
登用〕をあげた。課題と捉えている事象は同様であっても、その打ち手・解決
方法は企業により異なる。しかし、打ち手・解決方法としてあがった各項目は、
人事施策上の課題や今後の事業展望に関するキーワードの要素としておおよそ
再分類することができる。
中国人の就業観・キャリア観としては、個人のやりたいことや専門性を追求
し、より良い処遇やチャンスを求めて先へ先へと急ぐ「外的キャリア」重視型
であると言えよう。また、組織に対するロイヤリティはドライだが、家族や仲
間に対する意識は強い。
さて、ここで得られた知見を横断的に捉えてみたい。はじめに、調査対象者
に対する聞き取り調査の中でたびたび話題に上がったのが、登用・ポスト・給
与の関係だ。日本人が主要ポストを握っていると、中国人の登用が進まない。
管理職の現地化・中国人従業員の管理職への登用は、日系企業にとって重要課
題である。しかし、それを推進するためには、異動してもらうことが欠かせな
いと日系企業は考える。ところが、中国では既述のとおり異動はさまざまな要
因で難しいし、中国人も望まない傾向がある。異動が難しいと手をこまねいて
いると、業容が拡大していかない限り人事が硬直化する。人事の硬直化は、①
給与制度の運用を歪める、②従業員のモチベーションに悪影響を与える、③不
正の温床になる可能性がある。現地でも悩みのタネで、苦慮している状況がわ
かる。
そこで、日本型の人事施策・制度は中国で受け入れられるのか、というテー
マに直面する。日本型の人事施策・制度とは、例えば①長期プラン、経験学習
を重視する人材育成（異動はこれに含まれる）、②働きやすい環境整備（声か
け活動、小集団活動、社員旅行といったイベント等、それらの制度とその運用、
雰囲気づくり）等である。調査対象企業の中にはこのような人事施策・制度を
導入しているところもあったが、その結果を測るには時期尚早のようだ。
また、日本型が中国で受け入れられるのか、という点では、企業文化・企業
理念についても同様である。これは、自社流と言い換えてもいいかもしれない。
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採用の段階でそれらへの共感・親和性が問われているが、それを体現できるこ
とが真に望まれる姿である。組織に対するロイヤリティがドライである人たち
にそれが血肉となるように伝える・教えることには、時間と忍耐力を要するよ
うに思われる。
一方、中国人は個人の将来のステップアップに対して会社が関わること、約
束することを求め、またそれがモチベーションになるようだが、日系企業はそ
うしたことを今までやってこなかった。広く現地化を推進するにあたっては、
社内の公用語は日本語のままなのか、中国語あるいは英語にするのか、という
問題もある。今後はトライ＆エラーを重ねながら、苦労や失敗から学びながら
中国の人たちと協働し、変えることと守ることを見極めていく姿勢が求められ
よう。これは、ビジネスの仕組み・組織のイノベーションである。
次に、いくら経済の発展段階が違うと言っても、今の調子で給与がどんどん
上昇していく状況が今後も継続するのは難しいだろう。処遇の改善が鈍化した
時、「外的キャリア」重視である中国人のモチベーションはどこへ向かうのか、
興味のあるところだ。日系企業としては「外的キャリア」志向の中国人をいか
にして「内的キャリア」支援を意識した施策・制度設計に順応させていくこと
ができるかが問われている。
６．今後の課題
本研究の結果は、非常に限られた企業を対象にしたものである。従って、中
国へ進出している日系企業一般を適用範囲とする研究成果を得るためには、業
種や企業規模等、さらに多様な企業を対象にした研究を行う必要がある。
また、調査対象者が人事・採用担当者であるため、本研究の結果が本社、あ
るいは、管理部門の視点に限定されている可能性がある。複眼的な研究とする
ためには、例えば、中国人スタッフを日常的に現場で管理・指導している管
理・監督者や、そこで働く中国人スタッフへ調査対象を広げる必要がある。加
えて、中国人の就業観・キャリア観について、広くは中国の風土や民族、歴史
や文化、政治や経済の考察も欠かせない。
一方、中国で管理職の現地化・管理職への登用拡大が進むと、駐在員、ひい
ては日本人社員に対して、さらに高度で多様な能力が求められよう。そうした
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人材の確保・育成や、キャリア形成支援等に関する施策・制度、及びそれらの
成果についての研究も要用である。
これらについて今後の研究課題とし、重ねて、どのように学生支援に活かせ
るか考察していきたい。
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ABSTRACT
Ways of manpower employments and trainings 
of Japanese ﬁ rms expanding in China
Kazue KASAI
This paper researches the ways of how Japanese companies employ and 
educate probable management staﬀ  and what they ﬁ nd Chinese people’s 
views and motivations toward works and careers, interviewing humanities 
staﬀ  of 16 Japanese ﬁ rms managing in China.
The remarkable facts from our study are;
1. Newly employed workers are mostly those from career-change people
2. Employment screening selections were based on skills immediately 
useful for works, such as tech-savvy and language abilities. Also sympathy 
and royalty to the ﬁ rms’ senses of value, as well as employees’ motivations 
for their career and adaptation to the firms, heavily weighed before 
screening the new workers. 
3. 60% of the entire firms are satisfactory to their employment 
achievements: while a quarter are not satisﬁ ed.
4. Management staff from the local employees and promotions to 
managers of local workers are highly expected but not fully achieved. Some 
expected managing staﬀ  are hopeful but those numbers are not enough in 
quality and quantity. Well developed projects of manpower trainings are 
seen in trainings or workings in Japanese ﬁ rms.
5. The Chinese people’s views and motivations toward works and career 
developments are generally said to be “outward looking” career goal 
attitudes, expecting to do what the want to do, wanting to develop their 
specialty, and get better positions and opportunity in future. Their royalty to 
companies are not powerful; families and friends seem to come ﬁ rst.
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